
令和４年度

主要な事業等の概要
（６月補正予算）

⻄ 宮 市



第Ⅰ部　住環境・自然環境

第Ⅱ部　子供・教育

第Ⅲ部　福祉・健康・共生

第Ⅳ部　都市の魅⼒・産業

第Ⅴ部　環境・都市基盤、安全・安心

第Ⅵ部　政策推進

コロナ対策関連事業

SDGsの推進について

※令和元年度を初年度とする第５次⻄宮市総合計画基本計画における施策体系に沿って記載しています。
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第Ⅰ部　住環境・自然環境

補正後 6,443 千円

補正前 3,277 千円

第Ⅱ部　子供・教育

補正後 1,760 千円

補正前 　―

補正後 2,000 千円

補正前 　―

補正後 2,960 千円

補正前 0 千円

補正後 226 千円

補正前 　―

■

　子供・子育て支援

　学校教育

■

学校関係者等へのヤングケアラーの早期発⾒から⽀援につなげる研
修の開催■

認定こども園移⾏⽀援事業 新規 ＜補正予算額＞

　緑・自然

継続

　令和２年９⽉にスポーツ庁が公表した「学校の働き⽅改⾰を踏まえた部活動改⾰」におい
て、令和５年度から、学校部活動を段階的に地域主体のスポーツ活動に移⾏することとなって
いる。
　このため、地域において近隣校や各団体と連携し、新しい学校部活動のあり⽅について調査・
実践研究を⾏い、⽣徒にとって望ましいスポーツ環境と学校の働き⽅改⾰の実現を図る。
・６⽉補正予算︓休⽇の部活動の段階的な地域移⾏に関する実践研究、合同部活動の推
進に関する実践研究

■

新規 ＜補正予算額＞

＜補正予算額＞

■ 公園新設整備事業 拡充 ＜補正予算額＞

　市⺠⼀⼈当たりの歩いて⾏ける⾝近な公園⾯積が特に⼩さな⼩学校区において、公園を新
設する。整備に当たっては、⼦供の遊び場としての機能、シニア等多様な世代利⽤に対応する
バリアフリー化や健康増進機能、また防災・減災機能等の要素を取り入れた公園となるよう計
画する。候補地として⽣産緑地の活⽤も検討する。
・6⽉補正予算︓公園候補地（⽣産緑地）の不動産鑑定等

新規 ＜補正予算額＞養育費確保事業

　保育所等待機児童対策として、私⽴幼稚園で保育ニーズの⾼い１、２歳児の受入れを促
進するため、幼稚園から認定こども園へ移⾏した際の収⽀シミュレーションや認定こども園制度に
関する研修会を実施する。

　国の調査では、中学２年⽣のおよそ17⼈に１⼈が「世話をしている家族がいる」と回答してい
る。潜在的に存在するヤングケアラーを早期発⾒し⽀援につなげるために、有識者を招き学校関
係者及び⽀援に携わる福祉関係者に向けた研修会を開催する。

　⼦供の成⻑を経済的に⽀える養育費について、取決めに係る債務名義化の促進や継続した
履⾏確保を⽀援するため、公正証書等作成に係る費⽤や、保証会社と養育費保証契約を締
結する際の費⽤に対し、それぞれ5万円を上限に補助を⾏う。

地域運動部活動推進事業
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補正後 248 千円

補正前 　―

第Ⅲ部　福祉・健康・共生

補正後 28,856 千円

補正前 13,730 千円

補正後 29,597 千円

補正前 25,442 千円

補正後 1,620 千円

補正前 　―

第Ⅳ部　都市の魅⼒・産業

補正後 1,000 千円

補正前 　―

　健康増進・公衆衛生

　就業・労働

　若年の末期がん患者が住み慣れた⾃宅で、最後まで⾃分らしく安⼼して⽇常⽣活が送れるよ
う、在宅サービス利⽤料の⼀部を助成し、患者及びその家族の負担を軽減する。

■

■ ３歳児健診における眼科スクリーニングの機能強化 拡充

就職氷河期世代就活サポート事業 新規

■ 拡充

　本市では、平成30年12⽉より産後ケア事業（訪問型）を実施しているが、産後ケアのニー
ズが⾼まってきていることから、訪問型のみでなく、通所型、宿泊型の産後ケアが利⽤できるよう
事業を拡大する。
・６⽉補正予算︓宿泊型・通所型の実施開始及び訪問型の⼀部委託実施、健康管理シス
テムの改修

■ 大社中学校教育環境整備事業 新規 ＜補正予算額＞

　市内で唯⼀、昭和20年代に建築された校舎がある大社中学校は、施設の⽼朽化が進んで
いるため、改築により教育環境を整備する学校と位置付けている。
　本事業では、同校の⽼朽校舎の解消と良好な教育環境を整備するため、校舎の改築等を⾏
う。令和４年度は基本構想の策定に着⼿する。
・６⽉補正予算︓基本構想事業者選定委員会開催、基本構想着⼿

《 当該事業における新規債務負担⾏為の設定︓事項 / 限度額 / 期間 》
・大社中学校教育環境整備事業（基本構想等検討業務） / 64,062千円 / R5-R6

＜補正予算額＞

＜補正予算額＞

　雇⽤環境が厳しい時期に就職活動を⾏った就職氷河期世代は、現在も不安定な就労状態
や⻑期にわたり無業の状態にあるなど、コロナ禍で更なる就労⽀援を必要としている。
　本事業では内閣府地域就職氷河期世代⽀援加速化交付⾦を活⽤し、就職氷河期世代の
就労⽀援を強化する。就職氷河期世代向け相談窓⼝にて、対象者個別の状況把握を⾏い、
合同就職説明会・⾯接会、就職活動応援セミナー、パソコンスキルアップ講座を実施する。

■ 若年者の在宅ターミナルケア⽀援事業 新規

　現⾏の３歳児健診では、⾃宅で視⼒検査を実施の上、問診票を事前に家庭で記入し、受
診している。
　本事業では、「スポットビジョンスクリーナー」を導入し、受診者全員に簡易視⼒検査を実施す
ることにより、屈折異常や斜視などの早期発⾒・早期治療を⽬指す。
・６⽉補正予算︓スポットビジョンスクリーナーの購入、簡易視⼒検査実施

産後ケアの拡充

＜補正予算額＞

＜補正予算額＞
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第Ⅴ部　環境・都市基盤、安全・安心

補正後 7,274 千円

補正前 　―

補正後 12,043 千円

補正前 　―

補正後 3,269 千円

補正前 　―

第Ⅵ部　政策推進

補正後 4,367 千円

補正前 　―

印鑑登録システムの標準化対応事業

補正後 4,620 千円

補正前 　―

　生活環境

　防災・減災

　執⾏体制

＜補正予算額＞

　⼀般廃棄物処理基本計画を改定した際に実施した調査により、事業系ごみの減量化が進ま
ない要因の⼀つとして、資源化が可能な古紙類の分別排出が進んでいないことが明らかになった
ことから、事業系古紙類回収拠点の整備を実施する。
・６⽉補正予算︓整備⼯事

　市⺠からの多種多様な問合せ電話に対し、ＦＡＱ（よくあるご質問）を参照しながら、委託
先のオペレーターが時間外や⼟⽇祝も含め電話での⼀次対応を⾏う「総合コールセンター」を設
置する。
  また、現在直営で実施している電話交換業務も併せて総合コールセンターで実施する。
・６⽉補正予算︓契約、構築作業

《 当該事業における新規債務負担⾏為の設定︓事項 / 限度額 / 期間 》
・総合コールセンター設置事業 / 464,085千円 / R5-R10

総合コールセンター設置事業

■ 発災時応急給水設備整備事業

事業系古紙類回収拠点の整備事業

　政策推進

新規

新規 ＜補正予算額＞

　特殊詐欺対策については、被害額・被害件数の抑制に対し、更なる取組が必要な状況であ
ることを踏まえ、市内在住の⾼齢者が、特殊詐欺防止機能のついた電話機等を購入した際の
費⽤の⼀部を助成することにより、特殊詐欺被害件数の減少を⽬指す。

■

■ ＜補正予算額＞

　地域防犯・交通安全・消費者安全

新規

新規 ＜補正予算額＞

　発災当初において上水道が復旧するまでの間、速やかに飲料水の確保を⾏うため、指定避難
所である⼩中学校の受水槽を利⽤し、応急的に利⽤できる給水栓を整備する。
・６⽉補正予算︓優先度の⾼い16校（⾼須⻄⼩学校、鳴尾北⼩学校など）から整備を進
める予定

■

■ 特殊詐欺対策電話機等購入補助事業

＜補正予算額＞

　地⽅公共団体情報システムの標準化に関する法律が施⾏され、印鑑登録システム標準仕様
書に基づき本市印鑑登録システムについても国の⽤意するクラウド基盤上に構築することとなっ
た。そのため、本市の印鑑登録システムと標準準拠システムとの差異を分析し、その対応⽅法に
ついて調査を⾏う。

新規
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コロナ対策関連事業

補正後 53,130 千円

補正前 　―

補正後 6,831 千円

補正前 0 千円

補正後 166,170 千円

補正前 0 千円

補正後 135,825 千円

補正前 38,347 千円

補正後 91,199 千円

補正前 　―

補正後 346,500 千円

補正前 　―

補正後 93,154 千円

補正前 　―

＜補正予算額＞

＜補正予算額＞

＜補正予算額＞

＜補正予算額＞

新型コロナウイルス感染症対策地域公共交通運⾏⽀援事業

■
　令和4年3⽉15⽇までとされていた確定申告期限が、新型コロナウイルス感染症の影響により
申告が困難であれば令和4年4⽉15⽇まで簡易な⽅法で延⻑できることに関連し、市⺠税当
初賦課業務に係る⼯程の⼀部も遅れることから、市⺠税当初賦課業務に係る委託期間を6⽉
1⽇から8⽉31⽇まで延⻑し対応する。

＜補正予算額＞

　新型コロナウイルス感染症の陽性者で、⾃宅において療養されている⽅のうち希望者に対し⾷
料品と⽇⽤品を届けているが、現状の運⽤においては調達・配送・在庫管理をそれぞれ個別対
応している状況である。これらを包括的に実施可能な事業者に委託することにより、調達・配
送・在庫管理の⼀連の業務フローについて集約化し、職員の負担軽減を図る。

新規

■

継続

■ 介護施設等新型コロナウイルス感染症対策⽀援事業

　夜間緊急対応業務及び中等症以上患者の健康観察業務を外部委託することで、コロナ陽
性者への深夜帯での安定的な医療供給、⽇中における迅速な健康観察を実現するとともに、
保健所職員の負担軽減を図る。

新規■

確定申告延⻑等に伴う市⺠税対応事業

　新型コロナウイルス感染症の第６波中の対応及び第７波以降の感染拡大への対応として、
継続的かつ安定的な業務体制を構築するため、⼈材派遣契約により専任の調査員を確保す
るとともに、庁内の応援職員及び保健所職員の負担軽減を図る。

　新型コロナウイルス感染症及び燃料価格⾼騰の影響を受けながらも、市⺠⽣活や経済活動
を⽀える地域公共交通として運⾏を継続する路線バス事業者及びタクシー事業者に対し、補
助⾦を交付する。

継続

＜補正予算額＞

　新型コロナウイルス感染症による地域商業のダメージを回復するため、商店街等が取り組む期
間限定のプレミアム付きお買い物券・ポイントシール事業を⽀援し、消費喚起と地域商業の活
性化を図る。

　新型コロナウイルス感染症の第６波により市内感染者数が激増し、当初の⾒込みを大きく上
回ったため、介護施設等への補助額を増額する。
・新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス（休業要請・感染確定時の消毒経費）
・新型コロナウイルス感染症に係る濃厚接触者へのサービス提供継続⽀援
・新型コロナウイルス感染症に係る感染者へのサービス提供継続協⼒⾦
・新型コロナウイルス感染症に係るPCR検査等受診⽀援事業

夜間緊急対応業務及び中等症以上患者の健康観察業務の委託化

⾃宅療養者⾷料品等⽀援業務の包括的な委託化

患者対応⽀援に係る⼈材派遣業務の拡充 新規

商店街お買い物券・ポイントシール事業

＜補正予算額＞

新規

■

■

■

継続
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補正後 50,000 千円

補正前 0 千円

補正後 2,850 千円

補正前 　―

補正後 115,026 千円

補正前 100,374 千円

補正後 6,500 千円

補正前 0 千円

継続 ＜補正予算額＞

継続

　幼稚園において、新型コロナウイルス感染症対策の徹底を図りながら保育を継続するため、保
健衛⽣⽤品を購入する。

■

■ ＜補正予算額＞

新型コロナウイルス感染症患者入院受入医療機関への⽀援

新型コロナウイルス感染症⾃宅療養者⽀援に係る調剤・服薬指導協⼒
体制の整備

＜補正予算額＞保健所施設整備事業

新規

　新型コロナウイルス感染症の⾃宅療養者への⽀援として、保健所からの要請に基づき往診
（医療機関）、訪問看護（訪問看護事業所）、調剤及び服薬指導（薬局）を実施してお
り、往診、訪問看護については契約に基づく委託料等を⽀払っているが、調剤及び服薬指導に
ついては同様の措置はなかった。
　今後、第７波発⽣及び軽症者向け経⼝薬の流通等を⾒据えた上で、⾃宅療養者⽀援にお
いては市内薬局のさらなる協⼒が不可⽋であり、要請に基づく協⼒体制を明確化するとともに、
実績に応じた謝礼⾦を⽀給する。

　本年１⽉頃から流⾏したオミクロン株は、従来株と⽐較して感染⼒が⾮常に強く、新型コロナ
ウイルス感染症患者の入院受入医療機関においても患者の急増と併せて院内感染が発⽣する
など、⼀時的に機能を停止せざるを得ない状況が発⽣していた。
　今後再度の流⾏拡大に備えて市内医療体制の⼀層の充実を図るため、新型コロナウイルス
感染症患者の入院受入医療機関に対し、業務継続に係る⽀援⾦を⽀給する。

　⽼朽化のほか耐震⾯で課題を抱える保健所庁舎について、本庁舎周辺公共施設の再編整
備において保健所関連機能を集約化するまでの間、執務室と検査室の機能をそれぞれ池田庁
舎と本庁⻄館に⼀時的に移転する。
　池田庁舎においては、新型コロナウイルス感染症への対応を継続するために、当初想定してい
なかった新型コロナウイルス感染症対策室を移転させるために追加で施設の改修⼯事等を⾏
う。
・6⽉補正予算︓新型コロナウイルス感染症対策室等移転に係る改修⼯事等

＜補正予算額＞

拡充

■ 公⽴幼稚園感染拡大防止対策事業

■
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SDGsの推進について

第Ⅰ部　住環境・自然環境

1 . 住環境

2 . 緑・自然

3 . 景観

4 . 市街地

5 . 公共交通

第Ⅱ部　子供・教育

6 . 子供・子育て支援

7 . 学校教育

8 . ⻘少年育成

第Ⅲ部　福祉・健康・共生

9 . 地域福祉

10 . 高齢者福祉

11 . 障害のある人の福祉

12 . 生活支援

13 . 医療保険・年⾦・医療費助成

14 . 医療サービス

15 . 健康増進・公衆衛生

16 . 人権・多文化共生・平和

　SDGsとは、「Sustainable Development Goals」の略であり、平成27年9⽉の国連サミットにおいて全会⼀致で採択された国際社会の共
通⽬標です。「誰⼀人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現に向けて、「2030年（令和12年）」を年限とする17のゴー
ルと169のターゲットから構成されます。
　⻄宮市では、以下のとおり、第5次⻄宮市総合計画の各施策分野にSDGsの⽬指す17のゴールを関連付けることで、総合計画とSDGsを⼀
体的に推進しています。

≪第５次⻄宮市総合計画における35施策分野とSDGsにおける17ゴールの関係≫
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第Ⅳ部　都市の魅⼒・産業

17 . 生涯学習

18 . 文化芸術

19 . スポーツ

20 . 都市ブランド

21 . 大学連携

22 . 産業

23 . 農業・⾷の流通

24 . 就業・労働

第Ⅴ部　環境・都市基盤、安全・安心

25 . 環境保全

26 . 生活環境 ｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖ

27 . 水道

28 . 下水道

29 . 道路

30 . 防災・減災

31 . 消防

32 . 地域防犯・交通安全・消費者安全

第Ⅵ部　政策推進

25 住⺠自治・地域⾏政

26 政策推進

35 執⾏体制
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